
随 意 契 約

平
成

™
˜
年

 
月

™
œ
日
金
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

˜
�
�
号
)

官
報

また、異工種建設共同企業体にあっては、
橋梁上部工事を担当する構成員は上記Ê及
びËの要件のうち上部工の施工実績を有
し、一般土木を担当する構成員は上記Ê及
びËの要件のうち下部工の施工実績を有す
ること。なお、上記Ê、Ëは同一工事であ
ること。ただし、Ëの下部工と上部工は別
工事でもよい。また、橋梁形式は問わない。
経常建設共同企業体にあっては、構成員
全体で上記Ê、Ëの施工実績を有していれ
ばよい。また、上記Ê、Ëは同一工事であ
ること。ただし、Ëの下部工と上部工は別
工事でもよい。なお、橋梁形式は問わない。

| 技術提案の内容により担当する施工部分
に該当する建設業法（昭和24年法律第100

号）の各種工事業につき、許可を有しての
営業年数が５年以上であること。ただし、
相当の施工実績を有し、確実かつ円滑な共
同施工が確保できると認められる場合にお
いては、許可を有しての営業年数が５年未
満であってもこれを同等として取り扱うこ
とができるものとする。

} 一般土木工事及びプレストレスト・コン
クリート工事の施工にあっては建設業法の
土木工事業、鋼橋上部工事の施工にあって
は建設業法の鋼構造物工事業に係わる監理
技術者又は国家資格を有する主任技術者を
当該工事に専任で配置できること。

^ 出資比率要件 異工種建設工事共同企業体
のすべての構成員が、30％以上の出資比率で
あるものとする。

_ 代表者要件 異工種建設工事共同企業体の
代表者は、構成員の中で最大の施工能力を有
する者であって、その出資比率が構成員中最
大であるものとする。

` 異工種建設工事共同企業体の協定 異工種
建設工事共同企業体の協定書は、「建設工事共
同企業体の事務取扱いについて」（昭和53年11

月１日付け建設省計振発第69号）の別添「建
設工事共同企業体の事務取扱いについて（回
答）」（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第
771号）の別紙に示された「特定建設工事共
同企業体協定書 」によるものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む異工種建設工事共同企業体の取扱
い
６\{の認定（６\{の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む異工種
建設工事共同企業体も４及び５により申請する
ことができる。この場合において、異工種建設
工事共同企業体としての資格が認定されるため
には、６\{の認定を受けていない構成員が６
\{の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに異工種建設工事共同企業体として
の資格の審査が終了せず、競争に参加できない
ことがある。また、この場合において、６\{

の認定を受けていない構成員が当該工事に係る
開札の時までに６\{の認定を受けていないと
き又は６\{の一般競争参加資格がないとの認
定（６\{の局長が別に定める手続における一
般競争参加資格が無いとの認定を含む。）を受け
たときは、異工種建設工事共同企業体としての
資格がないと認定する。
８ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
９ 資格の有効期間
異工種建設工事共同企業体としての資格の認
定の日から当該工事の完成する日までとする。
ただし、当該工事に係る契約の相手方以外の者
にあっては、当該工事に係る契約が締結される
日までとする。

10 その他
\ 異工種建設工事共同企業体の名称は、「Ｈ21

中部横断田中川橋橋梁工事〇〇・〇〇異工種
建設工事共同企業体」とする。

] 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、異工種建設工事共同企業
体としての資格の認定を受け、かつ、当該工
事の「入札公告（建設工事）」に示すところに
より競争参加資格の確認を受けていなければ
ならない。

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
平成 21年９月 25日

支出負担行為担当官
気象庁総務部長 福内 直之

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 13

〇気象第 56号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 調達件名及び数量
地域気象観測システム（センターシステム）
の機能追加及び保守 一式

２ 随意契約の予定日 平成21年10月15日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｄ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称 富士
通株式会社
５ 担当部局 〒100`8122 東京都千代田区大手
町１`３`４ 気象庁総務部総務課調達管理室
第二契約係 大迫 正吾 電話03`3212`8341

内線2577

６ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

] Nature and quantity of the services to be

required : 1 set of Extensions of the center

system for the Automated Meteorological

Data Acquisition System

^ Expected date of the contract award : 15

October 2009

_ Reasons for the use single tendering pro-

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : d ÚInterc-

hangeabilityÙ

` Contact point for the notice : Shogo Oh-

sako, Second Contract Section, Office of

Procurement, General Affairs Division, Ad-

ministration Department, Japan Meteo-

rological Agency, 1`3`4 Otemachi, Chiyo-

da-ku Tokyo 100`8122 Japan TEL 03`

3212`8341 Ex 2577

６ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 71, 27

] Nature and quantity of the services to be

Required : Maintenance for The Equipment

Information systems

^ Expected date of the contract award 16

October 2009

_ Reasons for the use single tendering pro-

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : d ÚInterc-

hangeabilityÙ

` Contact point for the notice : Yoshihiro

Kainou, IT Systems Division, IT Systems

Development Department, Japan Post Hol-

dings Co., Ltd, 1`2`9 Nishishinbashi Mi-

nato-ku Tokyo 105`0003 Japan. Tel 03`

3504`4814

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
平成 21年９月 25日

関西国際空港株式会社
代表取締役社長 福島 伸一

◎調達機関番号 312 ◎所在地番号 27

１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 購入等件名及び数量
業務管理システムＥＲＰ対応改修

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
平成 21年９月 25日
契約責任者
日本郵政株式会社代表執行役社長

西川 善文

◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13

〇第１号（c１）
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 随意契約に付する事項
備品・車両情報システムに関するアプリ

ケーション保守の委託
２ 随意契約の予定日 平成21年10月16日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｄ「互換性」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
富士通株式会社

５ 担当部局
〒105`0003 東京都港区西新橋一丁目２番９
号日比谷セントラルビル５階 日本郵政株式会
社システム部門システム基盤開発部 担当 戒
能 芳弘 電話03`3504`4814

�
œ


		2009-09-24T14:55:16+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




